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１ 背景と目的 
 高齢者の人口は、介護保険制度の開始時の約 2,242 万人から増加し続け、2014 年度で約 3,302 万人（1.5 倍
増加）に至っている。そのうち、前期高齢者の数（65 歳以上〜75 歳未満）は約 1,716 万人（2014 年度）で、
2000 年度から 1.3 倍増えた。それに比べ、後期高齢者は約 1,585 万人（2014 年度）で、制度の開始時より 1.7
倍が増加した。介護保険制度の第１号被保険者である高齢者は、高齢化が進むとともに人数の規模が大きくな
る状況である。また、高齢者人口は、今後も増加し続け 2042 年にピークになると予想される。国立社会保障・
人口問題研究所（2017）によると、老年（65 歳以上）人口は 2015 年の約 3,387 万人から、2020 年には約 3,619
万人へと増加し、その後は緩やかな増加期となるが、2030 年に約 3,716 万人となった後、第二次ベビーブーム
世代が老年人口に入る 2042 年に約 3,935 万人でピークを迎えると予測している。 
 このような高齢化の進行で、団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年以降は、国民の医療や介護の需要が、
さらに増加することが見込まれている。そのため、厚生労働省は、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目
的のもと、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域
の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進している。一方、地域包括ケアシ
ステムにおいては、地域特性に応じた構築が求められている。厚生労働省は、高齢人口が急増する大都市部と、
その増加は緩やかだが人口は減少する町村部等、高齢化の進行状況には大きな地域差が生じていることを指摘
しており、地域包括ケアシステムは保険者の地域の特性に応じて作り上げていくことを述べた。また、太田
（2011）は、「地域包括ケアシステムの構築を図るという場合、生活基盤としての地域社会をどうとらえるの
か、さらに画一的にはとらえられないとしたら、その多様性をどうとらえるのかが問われている」とシステム
が地域の多様性に対応する必要性を述べた。さらに、白澤（2013）は、地域包括ケアと類似の事業が行われて
きたことから「個々の生活圏域では地域のニーズも異なれば、活用できる社会資源も異なる。そのため、個々
の地域包括支援センターでの取り組みに対して、国や自治体は自由度を持って支援していく」と述べ、自治体
に当てはまる地域包括ケアシステム構築のため、地域の課題や資源の差について柔軟な対応が必要であること
を示唆した。このように、地域ごとに異なる多様な課題に対応できる地域包括ケアシステムが求められるが、
それぞれの地域の課題は明らかになっているとは言えない。そのため、本研究では、高齢化の進行状況が異な
ることを踏まえ、全国の市町村介護保険者（1580 カ所、2012 年度）を高齢化状況が類似している地域別にグ
ループ化し、介護保険者の視点から、地域に当てはまる地域包括ケアシステムの構築のための課題を明らかに
することが目的である。そして、地域包括ケアシステムの構築における課題には、地域の特性に応じた対応が
必要であることを検証する。 
 
２ 研究方法 
 本研究では、全国の市町村介護保険者を対象にし、地域包括ケアシステムの構築における現状と課題につい
て、アンケート調査の分析を行った。アンケート調査は、「地域包括ケアシステム研究プロジェクト」（研究体
表：宮城孝）の一環として、2015 年 11 月から 12 月にかけて、全国の市町村の介護保険者における地域包括
ケアシステムの開発に関する方針と現状、また今後の課題を把握し、その上で地域包括ケアシステムを構築す
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るためでの促進要因、阻害要因を明らかにすることを目的として、郵便調査を実施した。また、全国的な動向
を明らかにするとともに、地域特性による相違（全国の介護保険者を高齢化率、高齢者人口密度により、６つ
のクラスターに分類し、分析を実施）について明らかにした。アンケートの内容は、①回答介護保険者の属性、
②地域包括ケアシステムの構築と介護保険の経営状況、③介護保険サービスの状況、④医療と介護の連携、⑤
介護者への支援、⑥介護と住宅施策との連携、⑦地域包括ケアシステムを構築する上での課題について質問し
た。 
 本研究では、筆者が「地域包括ケアシステム研究プロジェクト」において、研究の設計や調査票の作成、集
計、分析を行った①回答介護保険者の属性、②地域包括ケアシステムの構築と介護保険の経営状況、③介護保
険サービスの状況、④医療と介護の連携について分析を行う。分析は SPSS24.0 を用いて行う。 
 また、クラスターの分類は、宮城・金（2017）が提示した結果に従っており、その方法と結果は次の通りで
ある。高齢化率と高齢者人口密度のｚ得点を用いて、非階層方式によるユークリッド法でクラスター分析を行
い、介護保険者を類型化した。クラスターの数は、大都市圏から過疎地の属性を表すよう探索的に調整し、６
つのクラスターの解を採択した。採択した６つのクラスターを高齢化率と高齢者人口密度の高低によって並べ、
第１クラスターから第６クラスターとして名付けた（表１、図１）。クラスターに示すと、第１クラスターは、
東京都 23 区を中心とする都心部、また首都圏の宅地面積の狭い市町村自治体となっている。第２クラスター
は、大都市近郊の市町村自治体が多くなっている。第３クラスターは、大都市郊外、宅地面積がやや広い自治
体の傾向を示している。第４クラスターは、地方の中都市、同じく地方の都市近郊市町村自治体が多くなって
いる。第５クラスターは、地方の面積が広い高齢者人口密度が少ない自治体が多い傾向を示している。第６ク
ラスターは、地方の過疎化・高齢化が進む中山間地の自治体が多く含まれている。 
 
３ 倫理的配慮 
 本研究は、法政大学大学院人間社会研究科研究倫理委員会の承認を得た上で行った（2015 年 11 月 12 日付
き：研倫第 150206）。 
 
表 １ クラスター分布表                             n=1,580 
変数 
 
F 値/p 値 
Dunnett 
多重比較 
クラスター 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 
介護保険者数 23 64 147 539 610 197  - 
   高齢化率 a   M 21.4 22.4 22.5 23.9 31.4 40.8 1358.92/*** 
１，２，３<４<
５<６  
  SD 1.8 2.5 3.1 2.8 2.3 4.2   
高齢者人口密度 b M 3,362 1,838 857 217 138 100 3492.49/*** 
６<５<４<３<
２<１ 
SD 600.8 295.5 233.6 127.8 115.4 75.3   
a 高齢化率の単位：％,b 高齢者人口密度の単位：人/km²,  ***:p＜0.001 
出典）宮城孝、金吾燮（2017）「地域特性に応じた地域包括ケアシステムの経営効率性を統合化に関する実証
的研究」 
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図 １ クラスター分布図 
 
４ 分析結果 
 
 １）回答介護保険者の属性 
表 ２ アンケート回答率 
 全国 1,580 カ所の介護保険者を対象にアンケート調査
を行った結果、回答率 32.6%で 515 カ所が回答した。ク
ラスター別にでは、第１クラスターの回答率が最も多く、
第６クラスターの回答率が最も低かった。各クラスター
の回答率は表１に示す。表３は、介護保険者の属性を人
口、高齢化率、第６期の第１保険料、2025 年度の推定介
護保険料をクラスター別に表示している。基本属性の度
数（n）は、それぞれの有効回答数を示す。 
 
 ２）介護保険者の視点からの財政負担 
 第６期介護保険料の平均は、5,412 円であり、第１クラスターが最も高く第３クラスターが最も低かった。
2025 年度の推定介護保険料の平均は、7,867 円で第１クラスターが最も高く、第６クラスターが最も少なかっ
た。このような介護保険料について、介護保険者に、現在および将来の財政負担と第１号被保険者の負担感に
ついて尋ねた。 
 まず、現在の財政状況について、介護保険者 510 カ所のうち 117 カ所（22.9％）が「まったく余裕がない」、
299 カ所（58.7％）が「あまり余裕がない」と答え、81.6％の介護保険者は財政に余裕がないことが明らかに
なった。クラスター別にみて、「まったく余裕がない」、「あまり余裕がない」の回答が多く、詳しい内容は、表
４にまとめた。また、将来の財政状況について質問した結果、508 カ所のうち 136 カ所（26.7%）が「やや不
安である」、122 カ所（24.0%）が「かなり不安である」、201 カ所（41.5％）が「とても不安である」答え、
合わせると 92.1％の介護保険者が将来の介護保険財政について不安感を持っていることがわかった。このよう
に多くの介護保険者は、現在の介護保険事業の財政状況について余裕がないと感じており、将来はさらに財政
状況が厳しくなることを予測していた。クラスター別の詳細内容は表５に示す。  
 回答数 介護保険者数 回答率
第１クラスター 15 23 65.2%
第２クラスター 30 64 46.9%
第３クラスター 54 147 36.7%
第４クラスター 182 539 33.8%
第５クラスター 194 610 31.8%
第６クラスター 40 197 20.3%
合  計 515 1580 32.6%
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表 ３ 基本属性 
項目（単位） 区分 ｎ 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
人口（人） 
第１クラスター 15 467,821 643,663 77,680 2,686,246
第２クラスター 30 311,980 282,186 52,079 1,469,253
第３クラスター 54 265,017 321,748 28,260 1,547,494
第４クラスター 182 101,793 127,045 314 803,006
第５クラスター 193 35,059 38,805 1,265 272,725
第６クラスター 40 11,951 12,582 774 50,816
合計 514 109,841 210,521 314 2,686,246
高齢化率（％） 
第１クラスター 15 22.8 2.9 19.0 30.8
第２クラスター 30 24.3 3.0 17.3 30.8
第３クラスター 54 25.9 9.9 15.9 93.6
第４クラスター 182 25.9 3.9 1.0 33.3
第５クラスター 193 34.0 4.5 1.8 71.7
第６クラスター 40 43.4 5.0 32.7 59.8
合計 514 30.1 7.5 1.0 93.6
第６期介護保険料 
（月、円） 
第１クラスター 15 5,651.7 405.2 4,900 6,758
第２クラスター 30 5,323.4 553.4 4,342 6,376
第３クラスター 54 5,164.9 636.0 4,000 6,675
第４クラスター 182 5,394.2 663.2 4,040 8,865
第５クラスター 193 5,494.5 603.2 3,700 7,283
第６クラスター 39 5,413.3 785.7 3,700 7,800
合計 513 5,412.6 642.4 3,700 8,865
2025 年度 
推定介護保険料 
（月、円） 
第１クラスター 14 8,529.4 524.8 7,400 9,600
第２クラスター 22 8,000.5 622.2 6,329 8,800
第３クラスター 44 8,124.7 1,037.6 6,409 12,607
第４クラスター 150 7,608.9 1,617.5 - 10,798
第５クラスター 162 7,937.5 1,444.9 - 11,000
第６クラスター 30 7,995.2 1,091.3 5,750 10,588
合計 422 7,867.2 1,411.9 - 12,607
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表 ４ 介護保険者の財政状況 
n=510
区 分 まったく 
余裕がない 
あまり
余裕がない 
やや
余裕がある 
とても 
余裕がある 合  計 
第１クラスター ２（13.3%） 11（73.3%） ２（13.3%） ０（0.0%） 15（100.0%）
第２クラスター ４（13.3%） 18（60.0%） ８（26.7%） ０（0.0%） 30（100.0%）
第３クラスター ９（17.0%） 32（60.4%） 12（22.6%） ０（0.0%） 53（100.0%）
第４クラスター 38（21.1%） 107（59.4%） 34（18.9%） １（0.6%） 180（100.0%）
第５クラスター 53（27.5%） 108（56.5%） 31（16.1%） ０（0.0%） 192（100.0%）
第６クラスター 11（27.5%） 23（57.5%） ６（15.0%） ０（0.0%） 40（100.0%）
合  計 117（22.9%） 299（58.7%） 93（18.2%） １（0.2%） 510（100.0%）
表 ５ 将来の介護保険者の財政状況の予想 
n=508
区 分 まったく 
不安でない 
やや
不安である 
かなり
不安である 
とても 
不安である 合  計 
第１クラスター ０（0.0%） ７（46.7%） ３（20.0%） ５（33.3%） 15（100.0%）
第２クラスター ２（6.7%） 10（33.3%） ８（26.7%） 10（33.3%） 30（100.0%）
第３クラスター ３（5.6%） 15（27.8%） 16（29.6%） 20（37.0%） 54（100.0%）
第４クラスター 17（9.5%） 47（26.3%） 47（26.3%） 68（38.0%） 179（100.0%）
第５クラスター 17（8.9%） 46（24.1%） 43（22.5%） 84（44.5%） 190（100.0%）
第６クラスター １（2.5%） 11（27.5%） ５（12.5%） 23（57.5%） 40（100.0%）
合  計 40（7.9%） 136（26.7%） 122（24.0%） 210（41.5%） 508（100.0%）
22.9% 
13.3% 
13.3% 
17.0% 
21.1% 
27.5% 
27.5% 
58.7% 
73.3% 
60.0% 
60.4% 
59.4% 
56.5% 
57.5% 
18.2% 
13.3% 
26.7% 
22.6% 
18.9% 
16.1% 
15.0% 
0.2% 
0.0% 
0.0% 
0.0% 
0.6% 
0.0% 
0.0% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく余裕がない ２．あまり余裕がない ３．やや余裕がある ４．とても余裕がある 
7.9% 
6.7% 
5.6% 
9.5% 
8.9% 
2.5% 
26.7% 
46.7% 
33.3% 
27.8% 
26.3% 
24.1% 
27.5% 
24.0% 
20.0% 
26.7% 
29.6% 
26.3% 
22.5% 
12.5% 
41.5% 
33.3% 
33.3% 
37.0% 
38.0% 
44.5% 
57.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく不安である ２やや不安である ３．かなり不安である ４．とても不安である 
147
３）第１号被保険者の負担感 
 第１号被保険者の保険料の負担感について介護保険者に尋ねた。その結果、506 カ所の介護保険者のうち 173
カ所（34.3%）は、被保険者にとって「とても負担である」、300 カ所（59.2%）は「やや負担である」と思っ
ており、93.5％は被保険者に負担であると考えていた（表６）。また、将来の被保険者の保険料の負担感を明ら
かにするため、将来の第１号被保険者の保険料が被保険者にとって負担になるか、介護保険者に質問した。そ
の結果、500 カ所の介護保険者のうち 403 カ所（80.6％）は、被保険者にとって「とても負担である」、90 カ
所（18.0%）は「やや負担である」と思っており、合わせて 98.6％は被保険者が負担感を感じていると考えて
いた。以上のことから、介護保険者は、現在の保険料について被保険者の負担になっていると考えており、ま
た今後さらに厳しくなると予測していた。各クラスターの詳細内容は表７に示す。 
 
表 ６ 現在の第１号被保険者の保険料の負担 
n=506
区 分 まったく 
負担でない 
あまり 
負担でない 
やや 
負担である 
とても 
負担である 合  計 
第１クラスター ０（０%） ３（20%） 10（66.7%） ２（13.3%） 15（100%） 
第２クラスター ０（０%） １（3.4%） 21（72.4%） ７（24.1%） 29（100%） 
第３クラスター ０（０%） ５（9.3%） 36（66.7%） 13（24.1%） 54（100%） 
第４クラスター １（0.6%） 14（7.8%） 106（59.2%） 58（32.4%） 179（100%）
第５クラスター ２（１%） ５（2.6%） 112（58.6%） 71（37.7%） 190（100%）
第６クラスター ０（０%） ２（5.1%） 15（38.5%） 22（56.4%） 39（100%） 
合  計 ３（0.6%） 30（5.9%） 300（59.2%） 173（34.3%） 506（100%）
 
  
0.6% 
0.0% 
0.0% 
0.0% 
0.6% 
1.0% 
0.0% 
5.9% 
20.0% 
3.4% 
9.3% 
7.8% 
2.6% 
5.1% 
59.2% 
66.7% 
72.4% 
66.7% 
59.2% 
58.6% 
38.5% 
34.3% 
13.3% 
24.1% 
24.1% 
32.4% 
37.7% 
56.4% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく負担でない ２．あまり負担でない ３．やや負担である ４．とても負担である 
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表 ７ 将来（2025 年度）の第１号被保険者の保険料の負担 
n=500
区 分 まったく 
負担でない 
あまり 
負担でない 
やや 
負担である 
とても 
負担である 合  計 
第１クラスター ０（０%） ０（０%） ５（33.3%） 10（66.7%） 15（100%） 
第２クラスター ０（０%） ０（０%） ７（24.1%） 22（75.9%） 29（100%） 
第３クラスター ０（０%） １（1.9%） ８（15.4%） 43（82.7%） 52（100%） 
第４クラスター ２（1.1%） ０（０%） 38（21.6%） 136（77.3%） 176（100%）
第５クラスター ２（1.1%） ０（０%） 25（13.2%） 161（85.7%） 188（100%）
第６クラスター ０（０%） ２（５%） ７（17.5%） 31（77.5%） 40（100%） 
合  計 ４（0.8%） ３（0.6%） 90（18%） 403（80.6%） 500（100%）
 
４）地域包括ケアシステムの構築のための体制 
 全国の介護保険者に、第６期介護保険事業計画における地域包括ケアシステムの位置付けについて尋ねた結
果、442 カ所（86.7%）の介護保険者が「ある程度位置付けている」、「明確に位置付けている」と答え、多く
の介護保険者は地域包括ケアシステムを第６期介護保険事業計画に反映していることがわかる。そのうち、第
４・５・６クラスターでは、「まったく明確でない」、「あまり明確ではない」が 10%を超え、特に第６クラス
ターは 25.7%で、他クラスターに比べて最も高かった。全国的に、地域包括ケアシステムの構築が第６期介護
保険事業に位置付けられている中、高齢化・過疎化が進んだクラスターでは事業への位置付けが弱い傾向があ
った。各クラスターの具体的な状況については、表８に示した。 
  次に、地域包括ケアを推進するための地域包括ケア推進会議の設置の状況について尋ねた結果、すでに設置
している介護保険者が 201 カ所（39.3%）であり、「近い将来設置予定である」または「将来の設置を検討して
いる」と答えた介護保険者が 243 カ所（47.6%）であった。「まったく検討していない」と回答した介護保険者
は 67 カ所（13.1%）であった。高齢化・過疎化しているクラスターでは、「将来の設置を検討している」割合
は高い傾向であるが、「すでに設置している」は低い傾向があり、推進会議の設置について消極的であることが
わかる。各クラスターの具体的な状況については、表９に示した。 
介護保険事業計画に地域包括ケアシステムの構築が位置付けられている中で、地域包括ケアを推進・運営する
事務局として、介護部局のみで十分であるか質問した。その結果、447 カ所（88.5%）の介護保険者が「まっ
たく十分でない」、「あまり十分でない」と答えた。また、「やや十分である」「とても十分である」と答えた介
護保険者は 58 カ所（11.5％）であった。このように多くの介護保険者は、地域包括ケアの推進・運営におい
て、介護部局のみでは限界を感じており、地域包括ケア関連部局の連携や支援の必要性を示唆した。各クラス
ターの詳細は、表 10 に示した。 
  
0.8% 
1.1% 
1.1% 
0.6% 
1.9% 
5.0% 
18.0% 
33.3% 
24.1% 
15.4% 
21.6% 
13.2% 
17.5% 
80.6% 
66.7% 
75.9% 
82.7% 
77.3% 
85.7% 
77.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく負担でない ２．あまり負担でない ３．やや負担である ４．とても負担である 
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表 ８ 第６期介護保険事業計画においての地域包括ケアシステムの位置付け 
n=515
 まったく 
明確でない 
あまり 
明確でない 
ある程度 
位置付けている
明確に 
位置付けている 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ０（0.0%） ４（26.7%） 11（73.3%） 15（2.9%）
第２クラスター ０（0.0%） ３（10.0%） 13（43.3%） 14（46.7%） 30（5.9%）
第３クラスター ０（0.0%） ２（3.8%） 21（39.6%） 30（56.6%） 53（10.4%）
第４クラスター ５（2.8%） 18（9.9%） 83（45.9%） 75（41.4%） 181（35.5%）
第５クラスター ５（2.6%） 25（13.0%） 92（47.9%） 70（36.5%） 192（37.6%）
第６クラスター ４（10.3%） ６（15.4%） 19（48.7%） 10（25.6%） 39（7.6%）
合計 14（2.7%） 54（10.6%） 232（45.5%） 210（41.2%） 510（100.0%）
表 ９ 地域包括ケア推進会議の設置状況                      
n=511
 まったく 
検討していない 
将来の設置を 
検討している 
近い将来 
設置予定である
すでに 
設置している 合計 
第１クラスター １（7.1%） ４（28.6%） ０（0.0%） ９（64.3%） 14（100.0%）
第２クラスター ３（10.0%） 11（36.7%） ０（0.0%） 16（53.3%） 30（100.0%）
第３クラスター ９（16.7%） 18（33.3%） １（1.9%） 26（48.1%） 54（100.0%）
第４クラスター 24（13.3%） 86（47.8%） ２（1.1%） 68（37.8%） 180（100.0%）
第５クラスター 27（14.0%） 93（48.2%） ２（1.0%） 71（36.8%） 193（100.0%）
第６クラスター ３（7.5%） 25（62.5%） １（2.5%） 11（27.5%） 40（100.0%）
合計 67（13.1%） 237（46.4%） ６（1.2%） 201（39.3%） 511（100.0%）
2.7% 
0.0% 
0.0% 
0.0% 
2.8% 
2.6% 
10.3% 
10.8% 
10.0% 
3.8% 
9.9% 
13.5% 
15.4% 
45.4% 
26.7% 
43.3% 
39.6% 
45.9% 
47.7% 
48.7% 
41.1% 
73.3% 
46.7% 
56.6% 
41.4% 
36.3% 
25.6% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく明確でない ２．あまり明確でない ３．ある程度位置づけている ４．明確に位置づけている 
13.1% 
7.1% 
10.0% 
16.7% 
13.3% 
13.9% 
7.5% 
46.3% 
28.6% 
36.7% 
33.3% 
47.8% 
47.9% 
62.5% 
1.2% 
0.0% 
0.0% 
1.9% 
1.1% 
1.0% 
2.5% 
39.5% 
64.3% 
53.3% 
48.1% 
37.8% 
37.1% 
27.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく検討していない ２．将来の設置を検討している ３．近い将来設置予定である ４．すでに設置している 
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2.1% 
2.2% 
2.6% 
5.0% 
21.8% 
13.3% 
6.7% 
16.7% 
19.3% 
27.3% 
27.5% 
32.3% 
46.7% 
26.7% 
29.6% 
33.1% 
30.9% 
37.5% 
32.1% 
33.3% 
53.3% 
44.4% 
32.6% 
26.8% 
22.5% 
11.7% 
6.7% 
13.3% 
9.3% 
12.7% 
12.4% 
7.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく必要でない ２．あまり必要でない ３．やや必要である ４．とても必要である 5.わからない 
表 10 介護部局だけの地域包括ケアを推進・運営                 
 
 n=505
 まったく 
十分でない 
あまり 
十分でない 
やや 
十分である 
とても 
十分である 合計 
第１クラスター ６（40.0%） ５（33.3%） ４（26.7%） ０（0.0%） 15（100.0%）
第２クラスター 16（53.3%） 11（36.7%） ２（6.7%） １（3.3%） 30（100.0%）
第３クラスター 27（50.9%） 22（41.5%） ３（5.7%） １（1.9%） 53（100.0%）
第４クラスター 72（40.2%） 89（49.7%） 17（9.5%） １（0.6%） 179（100.0%）
第５クラスター 62（33.0%） 105（55.9%） 17（9.0%） ４（2.1%） 188（100.0%）
第６クラスター 15（37.5%） 17（42.5%） ８（20.0%） ０（0.0%） 40（100.0%）
合計 198（39.2%） 249（49.3%） 51（10.1%） ７（1.4%） 505（100.0%）
表 11 地域包括ケア関連部局を連携・調整する独立した担当部局の必要性  
n=513
 まったく 
必要でない 
あまり 
必要でない
やや 
必要である
とても 
必要である
わからない 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ２（13.3%） ７（46.7%） ５（33.3%） １（6.7%） 15（100.0%）
第２クラスター ０（0.0%） ２（6.7%） ８（26.7%） 16（53.3%） ４（13.3%） 30（100.0%）
第３クラスター ０（0.0%） ９（16.7%） 16（29.6%） 24（44.4%） ５（9.3%） 54（100.0%）
第４クラスター ４（2.2%） 35（19.3%） 60（33.1%） 59（32.6%） 23（12.7%） 181（100.0%）
第５クラスター ５（2.6%） 53（27.5%） 59（30.6%） 52（26.9%） 24（12.4%） 193（100.0%）
第６クラスター ２（5.0%） 11（27.5%） 15（37.5%） ９（22.5%） ３（7.5%） 40（100.0%）
合計 11（2.1%） 112（21.8%） 165（32.2%） 165（32.2%） 60（11.7%） 513（100.0%）
39.3% 
40.0% 
53.3% 
50.9% 
40.2% 
33.3% 
37.5% 
49.2% 
33.3% 
36.7% 
41.5% 
49.7% 
55.6% 
42.5% 
10.1% 
26.7% 
6.7% 
5.7% 
9.5% 
9.0% 
20.0% 
1.4% 
3.3% 
1.9% 
0.6% 
2.1% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１． まったく十分でない ２．あまり十分でない ３．やや十分である ４．とても十分である 
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地域包括ケアに関連する行政の各部局が連携・調整するための独立した担当部局、条例、要綱の必要性につい
て、介護保険者に尋ねた。「地域包括ケアに関連する行政の各部局が連携・調整するための独立した担当部局が
必要であると思いますか」という質問に対し、330 カ所（64.4%）の介護保険者は「やや必要である」「とても
必要である」と答え、過半数以上がその必要性を感じていた。また、123 カ所（22.9%）の介護保険者は、「ま
ったく必要でない」「あまり必要でない」と回答し、60 カ所（11.7%）の介護保険者は「わからない」と答え
た。各クラスターの詳細は、表 11 に示した。 
 「地域包括ケアに関連する行政の各部局が連携・調整し、地域包括ケアを推進するための条例が必要である
と思いますか」と質問した結果、133 カ所（26.0%）の介護保険者は、「やや必要である」、「とても必要である」
と回答した。これに対し、254 カ所（49.5%）の介護保険者は、「まったく必要でない」「あまり必要でない」
と答え、約半数の介護保険者は、地域包括ケアの推進のため、条例を設けることには肯定的ではなかった。ま
た、126 カ所（24.6%）の介護保険者は「わからない」と答えた。各クラスターの具体的な内容は、表 12 に示
した。 
 
表 12 各部局が連携・調整し、地域包括ケアを推進するための条例の必要性 
n=513
 まったく 
必要でない 
あまり 
必要でない
やや 
必要である
とても 
必要である
わからない 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ８（53.3%） ２（13.3%） １（6.7%） ４（26.7%） 15（100.0%）
第２クラスター １（3.3%） 13（43.3%） ７（23.3%） ０（0.0%） ９（30.0%） 30（100.0%）
第３クラスター ３（5.6%） 28（51.9%） 11（20.4%） ３（5.6%） ９（16.7%） 54（100.0%）
第４クラスター 11（6.1%） 67（37.0%） 40（22.1%） 10（5.5%） 53（29.3%） 181（100.0%）
第５クラスター 18（9.3%） 86（44.6%） 35（18.1%） ８（4.1%） 46（23.8%） 193（100.0%）
第６クラスター ５（12.5%） 14（35.0%） 13（32.5%） ３（7.5%） ５（12.5%） 40（100.0%）
合計 38（7.4%） 216（42.1%） 108（21.1%） 25（4.9%） 126（24.6%） 513（100.0%）
 
要綱の必要性については、介護保険者に、「地域包括ケアに関連する行政の各部局が連携・調整し、地域包括ケ
アを推進するための要綱が必要であると思いますか」と質問した結果、300 カ所（58.5%）の介護保険者は、「や
や必要である」、「とても必要である」と回答した。これに対し、126 カ所（23.6%）の介護保険者は、「まった
く必要でない」「あまり必要でない」と答えた。また、86 カ所（16.8%）の介護保険者は「わからない」と答
えた。各クラスターの具体的な内容は、表 13 に示した。 
  
7.4% 
0.0% 
3.3% 
5.6% 
6.1% 
9.3% 
12.5% 
42.2% 
53.3% 
43.3% 
51.9% 
37.0% 
44.8% 
35.0% 
21.0% 
13.3% 
23.3% 
20.4% 
22.1% 
18.0% 
32.5% 
4.9% 
6.7% 
0.0% 
5.6% 
5.5% 
4.1% 
7.5% 
24.5% 
26.7% 
30.0% 
16.7% 
29.3% 
23.7% 
12.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく必要でない ２．あまり必要でない ３．やや必要である ４．とても必要である ５．わからない 
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表 13 各部局が連携・調整し、地域包括ケアを推進するための要綱の必要性  
n=512
 まったく 
必要でない 
あまり 
必要でない
やや 
必要である
とても 
必要である
わからない 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ４（26.7%） ７（46.7%） ２（13.3%） ２（13.3%） 15（100.0%）
第２クラスター １（3.3%） ７（23.3%） ９（30.0%） ７（23.3%） ６（20.0%） 30（100.0%）
第３クラスター ３（5.6%） 14（25.9%） 19（35.2%） ７（13.0%） 11（20.4%） 54（100.0%）
第４クラスター ６（3.3%） 33（18.2%） 66（36.5%） 39（21.5%） 37（20.4%） 181（100.0%）
第５クラスター ７（3.6%） 40（20.8%） 86（44.8%） 33（17.2%） 26（13.5%） 192（100.0%）
第６クラスター ３（7.5%） ８（20.0%） 16（40.0%） ９（22.5%） ４（10.0%） 40（100.0%）
合計 20（3.9%） 106（20.7%） 203（39.6%） 97（18.9%） 86（16.8%） 512（100.0%）
表 14 入所系サービス、通所系サービス、居宅系サービスの利用バランス 
n=501
 まったく 
適切でない 
あまり 
適切でない 
やや 
適切である 
とても 
適切である 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ３（25.0%） ９（75.0%） ０（0.0%） 12（100.0%）
第２クラスター ０（0.0%） ４（14.3%） 23（82.1%） １（3.6%） 28（100.0%）
第３クラスター ０（0.0%） 11（20.8%） 39（73.6%） ３（5.7%） 53（100.0%）
第４クラスター 10（5.6%） 64（36.2%） 101（57.1%） ２（1.1%） 177（100.0%）
第５クラスター ４（2.1%） 57（29.8%） 123（64.4%） ７（3.7%） 191（100.0%）
第６クラスター ３（7.5%） 20（50.0%） 12（30.0%） ５（12.5%） 40（100.0%）
合計 17（3.4%） 159（31.7%） 307（61.3%） 18（3.6%） 501（100.0%）
3.9% 
3.3% 
5.6% 
3.3% 
3.6% 
7.5% 
20.7% 
26.7% 
23.3% 
25.9% 
18.2% 
20.7% 
20.0% 
39.6% 
46.7% 
30.0% 
35.2% 
36.5% 
44.6% 
40.0% 
19.1% 
13.3% 
23.3% 
13.0% 
21.5% 
17.6% 
22.5% 
16.8% 
13.3% 
20.0% 
20.4% 
20.4% 
13.5% 
10.0% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく必要でない ２．あまり必要でない ３．やや必要である ４．とても必要である ５．わからない 
3.4% 
0.0% 
0.0% 
0.0% 
5.6% 
2.1% 
7.5% 
31.7% 
25.0% 
14.3% 
20.8% 
36.2% 
29.8% 
50.0% 
61.3% 
75.0% 
82.1% 
73.6% 
57.1% 
64.4% 
30.0% 
3.6% 
0.0% 
3.6% 
5.7% 
1.1% 
3.7% 
12.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく適切でない ２．あまり適切でない ３．やや適切である ４．とても適切である 
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５）介護サービスの状況 
 介護保険者に、「現在の介護保険サービスにおいて、入所系サービス、通所系サービス、居宅系サービスの利
用バランスは適切であると思いますか」と質問した結果、325 カ所（64.9%）の介護保険者は「やや適切であ
る」「とても適切である」と回答し、176 カ所（35.1%）の介護保険者は「まったく適切でない」「あまり適切
でない」と答えた。全国的に、約６割以上の介護保険者は介護サービスの利用バランスが適切であると考える
中、第６クラスターでは、約５割以上の介護保険者が適切でないと答えており、地域差があることがわかる。
各クラスターの具体的な内容は、表 14 に示した。 
 介護保険者に、訪問・通所系介護サービスのうち不足しているサービスの内容を尋ねた結果、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護が 310 カ所（64.9％）で最も多く、次に夜間対応型訪問介護が 241 カ所（50.4％）、訪
問看護が 201 カ所（42.1％）、訪問リハビリテーションが 200 カ所（41. ８％）の順であった。また、訪問介
護、訪問入浴介護、通所介護、訪問看護、訪問リハビリテーションのサービスが足りないと思う介護保険者は、
第１クラスターから第６クラスターまで順次に多くなる傾向がみられた。各クラスターの介護保険者が不足し
ていると思うサービスの内容については、表 15 に示す。 
 反対に、訪問・通所系介護サービスのうち充足しているサービスの内容について介護保険者に尋ねた結果、
通所介護が 337 カ所（76.8％）で最も多く、福祉用具貸与が 214 カ所（48.7％）、訪問介護が 154 カ所（35.1％）、
通所リハビリテーションが 116 カ所（26.4％）の順で多かった。各クラスターの介護保険者が充足していると
思うサービスの状況については、表 16 に示す。 
表 15 不足していると思う介護サービス                 n=478、複数回答 
     クラスター 
項目 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 
訪問介護 ｎ ０ １ ３ 30 35 13 82 
 % 0.0% 4.2% 6.1% 17.4% 18.9% 34.2% 17.2% 
訪問入浴介護 ｎ ０ １ ４ 23 36 11 75 
 % 0.0% 4.2% 8.2% 13.4% 19.5% 28.9% 15.7% 
通所介護 ｎ ０ ０ ２ ９ 15 ６ 32 
 % 0.0% 0.0% 4.1% 5.2% 8.1% 15.8% 6.7% 
短期入所生活介護 ｎ ４ ６ ５ 33 44 12 104 
 % 40.0% 25.0% 10.2% 19.2% 23.8% 31.6% 21.8% 
福祉用具貸与 ｎ ０ １ ０ ２ ３ １ ７ 
 % 0.0% 4.2% 0.0% 1.2% 1.6% 2.6% 1.5% 
夜間対応型訪問介護 ｎ ３ 12 21 91 94 20 241 
 % 30.0% 50.0% 42.9% 52.9% 50.8% 52.6% 50.4% 
認知症対応型 ｎ ２ ６ ９ 48 54 11 130 
通所介護 % 20.0% 25.0% 18.4% 27.9% 29.2% 28.9% 27.2% 
小規模多機能型 ｎ ７ 13 21 63 65 15 184 
居宅介護 % 70.0% 54.2% 42.9% 36.6% 35.1% 39.5% 38.5% 
定期巡回・随時対応型 ｎ ９ 14 36 112 114 25 310 
訪問介護看護 % 90.0% 58.3% 73.5% 65.1% 61.6% 65.8% 64.9% 
訪問看護 ｎ ３ ７ 16 70 89 16 201 
 % 30.0% 29.2% 32.7% 40.7% 48.1% 42.1% 42.1% 
訪問 ｎ ２ ８ 17 74 74 25 200 
リハビリテーション % 20.0% 33.3% 34.7% 43.0% 40.0% 65.8% 41.8% 
通所 ｎ ２ ６ ８ 40 49 15 120 
リハビリテーション % 20.0% 25.0% 16.3% 23.3% 26.5% 39.5% 25.1% 
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居宅療養指導 ｎ １ ２ ２ 26 19 ６ 56 
 % 10.0% 8.3% 4.1% 15.1% 10.3% 15.8% 11.7% 
合計 ｎ 10 24 49 172 185 38 478 
 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
注：灰色のセルは、各クラスターで割合が高い３つのサービスである。 
 
表 16 充足していると思う介護サービス                n=478、複数回答 
     クラスター 
項目 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 
訪問介護 ｎ ５ 14 17 46 65 ７ 154 
 % 45.5% 56.0% 36.2% 29.3% 38.7% 22.6% 35.1% 
訪問入浴介護 ｎ １ ３ ９ 21 25 ９ 68 
 % 9.1% 12.0% 19.1% 13.4% 14.9% 29.0% 15.5% 
通所介護 ｎ 10 23 41 124 120 19 337 
 % 90.9% 92.0% 87.2% 79.0% 71.4% 61.3% 76.8% 
短期入所生活介護 ｎ ０ ６ 10 46 44 ５ 111 
 % 0.0% 24.0% 21.3% 29.3% 26.2% 16.1% 25.3% 
福祉用具貸与 ｎ ４ 14 21 65 94 16 214 
 % 36.4% 56.0% 44.7% 41.4% 56.0% 51.6% 48.7% 
夜間対応型訪問介護 ｎ ２ ２ ３ 13 ２ １ 23 
 % 18.2% 8.0% 6.4% 8.3% 1.2% 3.2% 5.2% 
認知症対応型 ｎ ４ ５ ８ 19 26 ４ 66 
通所介護 % 36.4% 20.0% 17.0% 12.1% 15.5% 12.9% 15.0% 
小規模多機能型 ｎ １ ４ ６ 25 28 ３ 67 
居宅介護 % 9.1% 16.0% 12.8% 15.9% 16.7% 9.7% 15.3% 
定期巡回・随時対応型 ｎ ０ ２ ４ 12 ２ ２ 22 
訪問介護看護 % 0.0% 8.0% 8.5% 7.6% 1.2% 6.5% 5.0% 
訪問看護 ｎ ０ ７ ６ 31 22 ５ 71 
 % 0.0% 28.0% 12.8% 19.7% 13.1% 16.1% 16.2% 
訪問 ｎ １ ４ ７ 18 20 ２ 52 
リハビリテーション % 9.1% 16.0% 14.9% 11.5% 11.9% 6.5% 11.8% 
通所 ｎ １ ５ ８ 49 48 ５ 116 
リハビリテーション % 9.1% 20.0% 17.0% 31.2% 28.6% 16.1% 26.4% 
居宅療養指導 ｎ ５ ７ ９ 26 24 ５ 76 
 % 45.5% 28.0% 19.1% 16.6% 14.3% 16.1% 17.3% 
合計 ｎ 11 25 47 157 168 31 439 
 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
注：灰色のセルは、各クラスターで割合が高い３つのサービスである。 
６）  介護と医療の連携 
 介護と医療の連携について、医療と介護機関の共通認識、訪問診療所体制、往診情報の共有化、連携の程度
から尋ねた。まず、医療と介護機関の共通認識については、「今後の医療と介護の具体的な連携の方法について、
医師会や医療機関と十分に共通認識ができていますか」と質問した結果、267 カ所（52.0%）の介護保険者が
「ややできている」「とてもできている」と回答し、246 カ所（48.0%）の介護保険者が「まったくできていな
い」「あまりできていない」と答えた。約半数の介護保険者は、医師会や医療機関との連携について共通的な認
識が形成されてないことを示した。クラスター別には、第６クラスターが最も低い 35.0%で、第１クラスター
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が最も高い 80.0%であり、高齢化・過疎化が進んだクラスターで共通認識の形成が低い傾向があった。各クラ
スターの詳細は、表 17 に示した。 
 
表 17 医療と介護の具体的な連携の方法について、医師会や医療機関と十分に共通認識 
n=513
 まったく 
できていない 
あまり 
できていない 
やや 
できている 
とても 
できている 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ３（20.0%） ９（60.0%） ３（20.0%） 15（100.0%）
第２クラスター ０（0.0%） ６（20.7%） 17（58.6%） ６（20.7%） 29（100.0%）
第３クラスター １（1.9%） 14（25.9%） 33（61.1%） ６（11.1%） 54（100.0%）
第４クラスター 15（8.2%） 79（43.4%） 78（42.9%） 10（5.5%） 182（100.0%）
第５クラスター 14（7.3%） 88（45.6%） 85（44.0%） ６（3.1%） 193（100.0%）
第６クラスター 10（25.0%） 16（40.0%） 11（27.5%） ３（7.5%） 40（100.0%）
合計 40（7.8%） 206（40.2%） 233（45.4%） 34（6.6%） 513（100%）
 
 次に、訪問診療体制について、「圏域の在宅療養支援診療所による訪問診療体制は、十分に整備されています
か」と尋ねた結果、150 カ所（29.5%）の介護保険者が「ある程度整備されている」「十分に整備されている」
と回答したのに対し、359 カ所（70.5%）の介護保険者は、「まったく整備されてない」「あまり整備されてい
ない」と答えた。このように、全国的に訪問診療体制が不十分である状況の中、第１・２クラスターではそれ
ぞれ 64.3%、53.6%の介護保険者で、比較的訪問診療体制が整備されていた。これに対し、第５・６クラスタ
ーでは、それぞれ 75.6%、87.5%の介護保険者の訪問診療体制が十分に整備されておらず、高齢化・過疎化が
進んだクラスターでは体制が整備されてない傾向があった。各クラスターの詳細は、表 17 に示した。 
 診療所の往診の情報が共有化されているかについては、143 カ所（28.1%）の介護保険者が「ある程度共有
化されている」「十分に共有化されている」と回答したのに対し、337 カ所（72.0%）の介護保険者は「あまり
共有化されていない」「まったく共有化されていない」と答えた。クラスター別では、第１クラスターが最も情
報の共有化を図っており、第５クラスターが最も不十分であった。各クラスターの詳細は、表 19 に示した。 
  地域包括ケアを推進する上での医師会との連携について尋ねた結果、286 カ所（56.2%）の介護保険者が「あ
る程度連携できている」「十分に連携できている」と回答したことに対し、223 カ所（43.8%）の介護保険者が
「まったく連携できていない」「あまり連携できていない」と答えた。クラスター別では、第１クラスターは
93.3%の介護保険者が「ある程度連携できている」「十分に連携できている」と回答し、その割合が最も高かっ
た。それに比べ、第６クラスターは 35.4％で最も低く、高齢化・過疎化が進んだ地域ほど連携ができてない傾
向がみられた。各クラスターの詳細は、表 20 に示した。  
7.8% 
0.0% 
0.0% 
1.9% 
8.2% 
7.3% 
25.0% 
40.2% 
20.0% 
20.7% 
25.9% 
43.4% 
45.6% 
40.0% 
45.4% 
60.0% 
58.6% 
61.1% 
42.9% 
44.0% 
27.5% 
6.6% 
20.0% 
20.7% 
11.1% 
5.5% 
3.1% 
7.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったくできてない ２．あまりできていない ３．ややできている ４．とてもできている 
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表 18 在宅療養支援診療所による訪問診療体制                                  
n=509
 まったく 
整備されていない 
あまり 
整備されていない
ある程度 
整備されている 
十分に 
整備されている 合計 
第１クラスター ０（0.0%） ５（35.7%） ９（64.3%） ０（0.0%） 14（100.0%）
第２クラスター ０（0.0%） 13（46.4%） 14（50.0%） １（3.6%） 28（100.0%）
第３クラスター ４（7.5%） 33（62.3%） 16（30.2%） ０（0.0%） 53（100.0%）
第４クラスター 32（17.6%） 92（50.5%） 55（30.2%） ３（1.6%） 182（100.0%）
第５クラスター 46（24.0%） 99（51.6%） 46（24.0%） １（0.5%） 192（100.0%）
第６クラスター 20（50.0%） 15（37.5%） ５（12.5%） ０（0.0%） 40（100.0%）
合計 102（20.0%） 257（50.5%） 145（28.5%） ５（1.0%） 509（100.0%）
 
７）地域包括ケアを構築していくために必要と思われる内容 
 介護保険者において、地域包括ケアを構築していくために必要と思われる内容について、第１位から第３位
までの優先順位を質問した。全体の結果は、第１位に３倍、第２位に２倍、第３位に１倍の加重値をつけ、優
先順位のランクをつけた。 
 
  
20.0% 
0.0% 
0.0% 
7.5% 
17.6% 
24.0% 
50.0% 
50.5% 
35.7% 
46.4% 
62.3% 
50.5% 
51.6% 
37.5% 
28.5% 
64.3% 
50.0% 
30.2% 
30.2% 
24.0% 
12.5% 
1.0% 
0.0% 
3.6% 
0.0% 
1.6% 
0.5% 
0.0% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく整備されていない ２．あまり整備されていない ３．やや整備されている ４．とても整備されている 
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表 19 診療所の往診情報の共有化  
n=510
 まったく 
共有化されていない 
あまり 
共有化されていない
ある程度 
共有化されている
十分に 
共有化されている 
合計 
第１クラスター ２（13.3%） ６（40.0%） ４（26.7%） ３（20.0%） 15（100.0%）
第２クラスター ３（10.7%） 14（50.0%） 11（39.3%） ０（0.0%） 28（100.0%）
第３クラスター ３（5.7%） 34（64.2%） 15（28.3%） １（1.9%） 53（100.0%）
第４クラスター 27（14.9%） 103（56.9%） 48（26.5%） ３（1.7%） 181（100.0%）
第５クラスター 38（19.7%） 111（57.5%） 42（21.8%） ２（1.0%） 193（100.0%）
第６クラスター 12（30.0%） 14（35.0%） 13（32.5%） １（2.5%） 40（100.0%）
合計 85（16.7%） 282（55.3%） 133（26.1%） 10（2.0%） 510（100.0%）
表 20 医師会と連携  
n=509
 まったく 
連携できていない 
あまり 
連携できていない
ある程度 
連携できている
十分に 
連携できている 合計 
第１クラスター ０（0.0%） １（6.7%） ６（40.0%） ８（53.3%） 15（100.0%）
第２クラスター ０（0.0%） ３（10.7%） 13（46.4%） 12（42.9%） 28（100.0%）
第３クラスター １（1.9%） 10（18.9%） 29（54.7%） 13（24.5%） 53（100.0%）
第４クラスター 18（9.9%） 64（35.2%） 70（38.5%） 30（16.5%） 182（100.0%）
第５クラスター 22（11.5%） 78（40.8%） 66（34.6%） 25（13.1%） 191（100.0%）
第６クラスター 11（27.5%） 15（37.5%） 13（32.5%） １（2.5%） 40（100.0%）
合計 52（10.2%） 171（33.6%） 197（38.7%） 89（17.5%） 509（100.0%）
16.7% 
13.3% 
10.7% 
5.7% 
14.9% 
19.7% 
30.0% 
55.3% 
40.0% 
50.0% 
64.2% 
56.9% 
57.5% 
35.0% 
26.1% 
26.7% 
39.3% 
28.3% 
26.5% 
21.8% 
32.5% 
2.0% 
20.0% 
0.0% 
1.9% 
1.7% 
1.0% 
2.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく共有化されていない ２．あまり共有化されていない ３．やや共有化されている ４．とても共有化されている 
10.2% 
0.0% 
0.0% 
1.9% 
9.9% 
11.5% 
27.5% 
33.6% 
6.7% 
10.7% 
18.9% 
35.2% 
40.8% 
37.5% 
38.7% 
40.0% 
46.4% 
54.7% 
38.5% 
34.6% 
32.5% 
17.5% 
53.3% 
42.9% 
24.5% 
16.5% 
13.1% 
2.5% 
合計 
第１クラスター 
第２クラスター 
第３クラスター 
第４クラスター 
第５クラスター 
第６クラスター 
１．まったく連携できていない ２．あまり連携できていない ３．やや連携できている ４．とても連携できている 
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 その結果、生活支援サービスの充実が 773 点で最も優先度が高く、地域医療の体制整備が 675 点で第２位、
介護予防の普及が 647 点で第３位であった。クラスター別にみると、第３・４・５・６クラスターの優先順位
は全体の結果と同じだったが、第１・２クラスターでは、第１・２・３順位の順番に差があった。第１クラス
ターは、第１位が地域医療の体制整備、第２位が介護予防の普及、第３位が生活支援サービスの充実と介護人
材の確保・養成であった。第２クラスターは、第１位が介護予防の普及、第２位が地域医療の体制整備、第３
位が生活支援サービスの充実であった。クラスター間に差がある項目は、高齢者の移動や交通手段の確保の項
目であり、第１・２・３クラスターに比べ、第４・５・６クラスターの優先順位が高いことがわかる。各クラ
スターにおいて地域包括ケアを構築していくために必要と思われる内容で優先順位は、表 21 に示す。 
 
表 21 地域包括ケアの構築のために必要とする内容の優先順位 
    n=504
項目 第１ 
クラスター 
第２ 
クラスター
第３ 
クラスター
第４ 
クラスター
第５ 
クラスター 
第６ 
クラスター 合計 
地域医療の体制整備 28（１） 44（２） 77（２） 226（２） 250（２） 50（２） 675（２）
介護サービスの量の確保 ９（３） ９（５） 19（６） 64（６） 41（６） ３（７） 145（６）
介護人材の確保・養成 ９（３） 12（４） 35（４） 155（４） 161（４） 40（３） 412（４）
高齢者向け住宅の整備や施策 ２（６） １（７） ２（８） 10（８） 15（８） ６（６） 36（８）
高齢者の移動や交通手段の確保 ０（８） １（７） ３（７） 74（５） 111（５） 37（５） 226（５）
入所施設の整備 １（７） ０（９） １（９） ５（９） ５（９） １（８） 13（９）
介護予防の普及 20（２） 46（１） 75（３） 218（３） 248（３） 40（３） 647（３）
生活支援サービスの充実 ９（３） 41（３） 84（１） 294（１） 283（１） 62（１） 773（１）
その他 ０（８） ８（６） 21（５） 40（７） 25（７） １（８） 95（７）
注）（ ）の中の数字は優先順意を示す。 
 
５ 考察 
 
 団塊世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年以降は、医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれてい
る。厚生労働省は、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもと、2025 年を目途に可能な限り住み慣れ
た地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進している。このシステムについて厚生労働省は、保険者である市
町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要であると
示している。このような背景のもと、本研究では、地域包括ケアシステムの構築において、市町村介護保険者
の現状と課題について調査分析を行った。 
 ・財政的な負担 
 まず、アンケート調査の結果から、介護保険事業の運営において介護保険者の財政的な負担が大きいことや
第１保険料が被保険者の負担になっていると考えられていることがわかった。また、このような介護保険者と
被保険者の負担について、現時点のみの課題ではなく、今後も負担が加重されると予測していた。クラスター
別にみても、財政的な負担は、特定のクラスターのみの課題ではなく全国の介護保険者に共通する課題であり、
介護保険事業の運営が保険者及び被保険者の厳しい財政的な負担の上で行われていることを表した。また、介
護保険者は、今後も財政的な負担が続くことを予想しており、介護保険事業はこの問題を考慮せずには運営が
難しい状況である。 
 ・地域包括ケアシステムの構築の体制 
 地域包括ケアシステムの構築の体制については、約８割以上の介護保険者が第６期介護保険事業計画の中に
位置付けており、介護保険事業の運営において地域包括ケアに取り組むことを定めていたことがわかった。し
かし、過疎化・高齢化が進んだ地域ほど、介護保険事業計画の中で位置付けることに消極的である傾向が見ら
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れた。また、この傾向は、地域包括ケア推進会議の設置の状況と類似していることがみられた。地域包括ケア
推進会議の設置状況は、過疎化・高齢化が進んだ地域ほど消極的であった。地域包括ケアの推進・運営につい
ては、約９割の介護保険者が介護部局のみでは限界を感じており、地域包括ケア関連部局の連携や支援の必要
性を示唆した。また、地域包括ケアに関連する行政の各部局が連携・調整するため、独立した担当部局、条例、
要綱について、それぞれ 64.4%、26.0%、58.5%の介護保険者がその必要性を感じていた。介護保険者は、地
域包括ケアの推進・運営が既存の介護部局のみの体制では限界があり、地域包括ケアに取り組むための特別な
部局を設置することを求めていた。条例と要綱の必要性については、特に要綱の必要性を高く感じていること
がわかった。条例は、地方公共団体がその事務について、議会の議決によって制定する法規であり、要綱は行
政機関内部における内規である。この性質から、要綱による地域包括ケアの推進・運営は行政内部で柔軟かつ
実効的に機能し得るが、住民等の参与の機会が必ずしも保障されているとはいえず、高齢者の尊厳の保持が担
保しにくい課題がある。また、地域包括ケアシステムの構築のためには、医師会、ボランティア団体、当事者
団体など行政外部の資源との連携など、要綱の範囲を超えることについての対応が求められる。 
 ・介護サービスの提供状況 
 介護サービスの提供状況では、入居系サービス、通所系サービス、居宅系サービスのバランスについて、高
齢化・過疎化が進んだクラスターの介護保険者は、適切ではないと考える傾向があった。サービス別には、夜
間対応型訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーションが全体的に不足している中、高齢化・過疎化が進んだ
クラスターの介護保険者は特に訪問系サービスの不足を感じている傾向があった。この結果は、高齢者の人口
密度の差が介護市場の形成に影響を与えることを示唆しており、地域分類の際、要因として用いたことに妥当
性があることを表している。また、充足しているサービスは、通所介護、訪問介護、福祉用具貸与という結果
ではあったが、その割合は、第１クラスターから第６クラスターへ順次低くなり、介護資源の不足が推察され
る。介護サービスに対する介護保険者の認識は、全体的に不足・充足しているサービスの種類が一致している
傾向がある。その程度（割合）について、高齢化・過疎化が進んだクラスターは不足していると思う介護サー
ビスが高く、充足していると思うサービスの割合が低かった。このようなサービスの提供環境が、高齢化・過
疎化が進んだクラスターでは、要介護者が施設介護に依存せざるを得ない状況となり、居宅・通所・入所系サ
ービスのバランスが適切ではないと感じていることに繋がっていると考えられる。 
 ・介護と医療の連携及び訪問診療の体制 
 介護と医療の連携について、医療と介護機関の共通認識、訪問診療所体制、往診情報の共有化、連携の程度
から尋ねた。その結果、高齢化・過疎化が進んだクラスターほど、医療と介護の具体的な連携の方法について
十分な共通認識がされてない傾向があった。また、訪問診療体制の整備や往診情報の共有化、介護と医療の連
携も、高齢化・過疎化が進んだクラスターほど十分ではない傾向がみられた。高齢化・過疎化が進んだクラス
ターでは、訪問診療所の体制も十分ではない上に、介護と医療の連携の程度も低く、医療と介護の依存度が高
い重度の要介護者を支える地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築には根本
的な限界があることを示した結果である。 
 ・地域包括ケアの構築のために必要とされる内容 
 介護保険事業の運営において、地域包括ケアの構築のために必要とされる内容は、生活支援サービスの充実、
地域医療の体制整備、介護予防の普及の優先度が高いことが各クラスターの共通点であった。クラスターに差
があったものは、高齢者の移動や交通手段の確保の項目で第４・５・６クラスターにおいて優先順位が比較的
高かった。この結果は、過疎地の移動距離の課題を示しており、これは過疎地の介護保険者では要介護者が医
療や介護資源にアクセスしにくい特徴を表している。 
 
 以上の結果から、地域包括ケアシステムの構築は、介護保険者及び被保険者の財政的な負担の上で行われる
ものであり、地域包括ケアの構築のために必要とされる内容など全国の介護保険者に共通する課題であること
が確認された。しかし、地域包括ケア推進会議などの体制、介護サービスの提供状況、地域包括ケアの構築の
ために必要とされる内容の一部分をクラスターごとに比較することで、地域差が明らかになり、今後の介護保
険事業の課題について全国一律的な事業のあり方には限界があることが確認できた。特に、高齢化・過疎化が
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進んだクラスターほど、介護資源や医療資源が不足していることやその連携が不十分である地域特性にふさわ
しい地域包括ケアシステムの構築が求められた。全国的に介護保険者や被保険者の財政的な課題に直面してい
る状況があり、今後の地域包括ケアシステムの構築に必要とされる内容は、生活支援サービスの充実、地域医
療の体制整備、介護予防の普及の優先度が高いことと、介護部局のみでは地域包括ケアの運営・推進に限界が
あることに共通点があった。また、過疎化・高齢化が進んだ地域ほど、地域包括ケア推進会議の設置や介護サ
ービスの提供、医療と介護の具体的な連携の方法、訪問診療体制の整備や往診情報の共有化、介護と医療の連
携などが十分ではなく、クラスターごとに温度差が見えた。このように、地域包括ケアシステムの構築には、
全国の介護保険者の共通の課題と地域における個別の課題及び特性、両方に対応した施策が必要である。 
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